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本日、札幌地方裁判所の和解協議において、原告団・弁護団と国との間で締

結される基本合意の内容が確定された。 

この基本合意は、現在全国１０地方裁判所に係属している訴訟事件及び今後

提訴される同種事件を和解で解決するための基本的事項を定めるものである。

基本合意書には、和解の手続き及び内容のほか、国が集団予防接種での注射器

等の連続使用によって甚大なＢ型肝炎ウイルス感染被害を生じさせ、平成１８

年の最高裁判決を経て本訴訟に至った経緯等を述べたうえ、国が感染被害の発

生等の責任を認めて謝罪をすること、加えて、国の恒久対策の実現等に向けて

の努力や真相究明と再発防止のための第三者機関の設置、さらに、原告団・弁

護団と国との間の継続的協議の場の設定に関する事項等が盛り込まれることに

なった。 

基本合意の内容が確定したことにより、来週の６月２８日に私たちは国（厚

生労働大臣）と基本合意を締結し、総理大臣とも面談して国からの謝罪を受け

る運びとなった。 

昨年３月の和解勧告以来１年以上が経過してようやく基本合意締結に至る

が、提訴後すでに１６名の原告が亡くなっている。さらに、多くの感染被害者

が提訴もできずに亡くなっている。このようなＢ型肝炎患者の悲惨な状況を踏

まえ、国からの謝罪を受けないままに亡くなった被害者の無念にも十分思いを

いたして、総理大臣及び厚生労働大臣には、心からの謝罪がなされることを期

待するものである。 

他方、この間、国は本件被害回復のための財源確保策として増税論を流布し

ているが、過大な推計を基に増税が不可避であるかのように宣伝することは、

国の加害者としての責任をあいまいにし、被害者と国民の間を離反させ、被害

者をさらなる偏見と差別の危険にさらすものと言わなければならない。基本合

意にあたって国がこのような議論を再び持ち出すことがないように強く申し入



 

れるものである。 

ところで、基本合意の和解の内容、特に、無症候キャリア及び発症後２０年

以上経過して提訴した慢性肝炎患者に対する救済水準はまったく不十分なもの

である。私たちは重症患者の一刻も早い救済と全国の感染被害者の救済条件の

早期確定のために苦渋の決断によりこの和解内容を受け入れたものである。 

本日の協議において、裁判長は、「救済である以上、被害者が生きていらっ

しゃるうちに救済を受けていただくことが肝要です。」と述べ、今後の個別和

解の手続きが迅速に進むことを希望した。さらに基本合意はベストのものでな

いとし「救済の範囲、額、方法、とりわけ最後に除斥期間の問題が争点となり

ましたが、あらためて国会その他の場でご討議いただいて、より良い解決をい

ただければと思います。」との所感を述べた。これは、除斥期間という法律の

規定を前提とした和解案を出さざるを得なかった裁判所も、私たちと同様の思

いをもち、立法にあたっては、このような「限界」を乗り越えた救済内容を実

現すべきであるとの考えを示したものである。 

私たちは、今回、基本合意が締結できることを歓迎し、引き続き個別和解の

迅速な実現に全力を挙げる所存であるが、同時に、恒久対策の実現、真相究明

と再発防止に尽力するとともに、さらに十分な被害救済の実現を目指して一層

努力を続けるものである。 

以上 


